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【届出の対象とした募集（売出）金額】
 
一般募集 66,870,000円

引受人の買取引受けによる売出し 518,940,920円

オーバーアロットメントによる売出し 88,372,420円

（注）１．募集金額は、発行価額の総額であり、2024年11月15日

（金）現在の株式会社名古屋証券取引所における当社

普通株式の終値を基準として算出した見込額でありま

す。

ただし、今回の募集の方法は、引受人が発行価額にて

買取引受けを行ない、当該発行価額と異なる価額（発

行価格）で一般募集を行なうため、一般募集における

発行価格の総額は上記の金額とは異なります。

２．売出金額は、売出価額の総額であり、2024年11月15日

（金）現在の株式会社名古屋証券取引所における当社

普通株式の終値を基準として算出した見込額でありま

す。

【安定操作に関する事項】 １．今回の募集及び売出しに伴い、当社の発行する上場株式につ

いて、市場価格の動向に応じ必要があるときは、金融商品取

引法施行令第20条第１項に規定する安定操作取引が行なわれ

る場合があります。

２．上記の場合に安定操作取引が行なわれる取引所金融商品市場

を開設する金融商品取引所は、株式会社名古屋証券取引所で

あります。

【縦覧に供する場所】 株式会社名古屋証券取引所

（名古屋市中区栄三丁目８番20号）
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第一部【証券情報】

第１【募集要項】

１【新規発行株式】

種類 発行数 内容

普通株式 100,000株

完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における

標準となる株式であります。

なお、単元株式数は100株であります。

　（注）１．2024年11月25日（月）開催の取締役会決議によります。

２．本募集（以下「一般募集」という。）及び一般募集と同時に行なわれる後記「第２　売出要項　１　売出株

式（引受人の買取引受けによる売出し）」に記載の売出し（以下「引受人の買取引受けによる売出し」とい

う。）に伴い、その需要状況を勘案した上で、一般募集及び引受人の買取引受けによる売出しの主幹事会社

であるＪトラストグローバル証券株式会社が当社株主から125,200株を上限として借入れる当社普通株式の

売出し（以下「オーバーアロットメントによる売出し」という。）を行なう場合があります。

オーバーアロットメントによる売出し等の内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事

項　２　オーバーアロットメントによる売出し等について」をご参照ください。

３．一般募集及び引受人の買取引受けによる売出しに関連して、ロックアップに関する合意がなされております

が、その内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事項　３　ロックアップについて」

をご参照ください。

４．振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋兜町７番１号

 

２【株式募集の方法及び条件】

　2024年12月３日（火）から2024年12月５日（木）までの間のいずれかの日（以下「発行価格等決定日」という。）

に決定される発行価額にて後記「３　株式の引受け」に記載の引受人は買取引受けを行ない、当該発行価額と異なる

価額（発行価格）で一般募集を行ないます。引受人は払込期日に発行価額の総額を当社に払込み、一般募集における

発行価格の総額との差額は引受人の手取金とします。当社は引受人に対して引受手数料を支払いません。

 

（１）【募集の方法】

区分 発行数 発行価額の総額（円） 資本組入額の総額（円）

株主割当 － － －

その他の者に対する割当 － － －

一般募集 100,000株 66,870,000 33,435,000

計（総発行株式） 100,000株 66,870,000 33,435,000

　（注）１．全株式を金融商品取引業者の買取引受けにより募集します。

２．発行価額の総額は、引受人の買取引受けによる払込金額の総額であります。

３．資本組入額の総額は、会社法上の増加する資本金の額であり、会社計算規則第14条第１項に従い算出される

資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上

げるものとします。また、増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じ

た額とします。

４．発行価額の総額及び資本組入額の総額は、2024年11月15日（金）現在の株式会社名古屋証券取引所における

当社普通株式の終値を基準として算出した見込額であります。
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（２）【募集の条件】

発行価格（円）
発行価額
（円）

資本組入額
（円）

申込株
数単位

申込期間
申込証拠
金（円）

払込期日

未定

（注）１.２

発行価格等決定日の株

式会社名古屋証券取引

所における当社普通株

式の普通取引の終値

（当日に終値のない場

合は、その日に先立つ

直 近 日 の 終 値 ） に

0.90～1.00を乗じた価

格（１円未満端数切捨

て）を仮条件としま

す。

未定

（注）１

（注）２

未定

（注）１
100株

自 2024年12月６日(金)

至 2024年12月９日(月)

（注）３

１株につ

き発行価

格と同一

の金額

2024年12月10日(火)

　（注）１．日本証券業協会の定める有価証券の引受け等に関する規則第25条に規定される方式により、上記仮条件によ

り需要状況を勘案した上で、2024年12月３日（火）から2024年12月５日（木）までの間のいずれかの日（発

行価格等決定日）に一般募集における価額（発行価格）を決定し、併せて発行価額（当社が引受人より受取

る１株当たりの払込金額）及び資本組入額を決定します。なお、資本組入額は資本組入額の総額を新規発行

株式の発行数で除した金額とします。

今後、発行価格等（発行価格、発行価額、資本組入額、売出価格、引受価額及び引受人の手取金をいう。以

下同じ。）が決定された場合は、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項（発行価

額の総額、資本組入額の総額、差引手取概算額、引受人の買取引受けによる売出しの売出価額の総額、オー

バーアロットメントによる売出しの売出数及びオーバーアロットメントによる売出しの売出価額の総額をい

う。以下同じ。）について、目論見書の訂正事項分の交付に代えて発行価格等決定日の翌日付の日本経済新

聞及び発行価格等の決定に係る有価証券届出書の訂正届出書の提出後から申込期間の末日までの期間中のイ

ンターネット上の当社ウェブサイト（［URL］https://www.qlshd.co.jp/）（以下「新聞等」という。）で

公表します。発行価格等が決定される前に有価証券届出書の記載内容について訂正が行なわれる場合には、

目論見書の訂正事項分が交付されます。また、発行価格等の決定に際し、発行価格等及び発行価格等の決定

に伴い連動して訂正される事項以外の記載内容についての訂正が含まれる場合には目論見書の訂正事項分が

交付され、新聞等による公表は行ないません。

２．前記「２　株式募集の方法及び条件」の冒頭に記載のとおり、発行価格と発行価額とは異なります。発行価

格と発行価額との差額の総額は、引受人の手取金となります。

３．申込期間については、上記のとおり内定しておりますが、発行価格等決定日において正式に決定する予定で

あります。

なお、上記申込期間については、需要状況を勘案した上で繰り上げることがあります。当該需要状況の把握

期間は、最長で2024年11月29日（金）から2024年12月５日（木）までを予定しておりますが、実際の発行価

格等の決定期間は、2024年12月３日（火）から2024年12月５日（木）までを予定しております。

したがいまして、

①　発行価格等決定日が2024年12月３日（火）の場合、申込期間は「自　2024年12月４日（水）　至　2024

年12月５日（木）」

②　発行価格等決定日が2024年12月４日（水）の場合、申込期間は「自　2024年12月５日（木）　至　2024

年12月６日（金）」

③　発行価格等決定日が2024年12月５日（木）の場合は上記申込期間のとおり、

となりますのでご注意ください。

４．申込みの方法は、申込期間内に後記申込取扱場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものとします。

５．申込証拠金のうち発行価額相当額は、払込期日に新株式払込金に振替充当します。

６．申込証拠金には、利息をつけません。

７．株式の受渡期日は、2024年12月11日（水）であります。

株式は、受渡期日から売買を行なうことができます。

社債、株式等の振替に関する法律の適用により、株式の売買は、振替機関又は口座管理機関における振替口

座での振替えにより行なわれます。
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（３）【申込取扱場所】

　後記「３　株式の引受け」欄の金融商品取引業者及びその委託販売先金融商品取引業者の本店並びに全国各

支店及び営業所で申込みの取扱いをします。

 

（４）【払込取扱場所】

店名 所在地

株式会社りそな銀行　御堂筋支店 大阪市中央区備後町２丁目２番１号

　（注）　上記払込取扱場所での申込みの取扱いは行ないません。

 

３【株式の引受け】

引受人の氏名又は名称 住所 引受株式数 引受けの条件

Ｊトラストグローバル証券

株式会社
東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号 100,000株

１．買取引受けによります。

２．引受人は新株式払込金とし

て、払込期日に払込取扱場

所へ発行価額と同額を払込

むこととします。

３．引受手数料は支払われませ

ん。ただし、一般募集にお

ける価額（発行価格）と発

行価額との差額は引受人の

手取金となります。

計 － 100,000株 －

 

４【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

66,870,000 7,000,000 59,870,000

　（注）１．引受手数料は支払われないため、「発行諸費用の概算額」は、これ以外の費用を合計したものであります。

また、消費税等は含まれておりません。

２．払込金額の総額（発行価額の総額）は、2024年11月15日（金）現在の株式会社名古屋証券取引所における当

社普通株式の終値を基準として算出した見込額であります。

 

（２）【手取金の使途】

　上記の手取概算額59,870千円については、過去にＭ＆Ａのために行なった銀行借入の返済に充当する予定で

あります。実行時期は2025年３月期を予定しております。

　上記調達資金は、具体的な充当時期まで安全性の高い金融商品等で運用していく方針であります。
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第２【売出要項】

１【売出株式（引受人の買取引受けによる売出し）】

　2024年12月３日（火）から2024年12月５日（木）までの間のいずれかの日（発行価格等決定日）に決定される引受

価額にて後記「２　売出しの条件（引受人の買取引受けによる売出し）」に記載の引受人は買取引受けを行ない、当

該引受価額と異なる価額（売出価格、発行価格と同一の価格）で売出しを行ないます。引受人は受渡期日に引受価額

の総額を売出人に支払い、本売出しにおける売出価格の総額との差額は引受人の手取金とします。売出人は引受人に

対して引受手数料を支払いません。

種類 売出数 売出価額の総額（円）
売出しに係る株式の所有者の住所及び氏名又は
名称

普通株式 735,200株 518,940,920

東京都港区

雨田　武史　　　　　　　　　　　 500,000株

堺市東区

光田　佳生　　　　　　　　　　　　51,000株

兵庫県芦屋市

大畑　清香　　　　　　　　　　　　32,700株

堺市中区

釜山　隆之　　　　　　　　　　　　32,700株

大阪市旭区

豊田　尚孝　　　　　　　　　　　　31,500株

大阪府高槻市

濱坂　昌之　　　　　　　　　　　　27,900株

沖縄県浦添市

堤　健治　　　　　　　　　　　　　27,900株

大阪府大東市

伊藤　栄治　　　　　　　　　　　　16,500株

大阪市東淀川区

中山　高文　　　　　　　　　　　　15,000株

　（注）１．一般募集及び引受人の買取引受けによる売出しにあたり、その需要状況等を勘案し、Ｊトラストグローバル

証券株式会社がオーバーアロットメントによる売出しを行なう場合があります。

オーバーアロットメントによる売出し等の内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事

項　２　オーバーアロットメントによる売出し等について」をご参照ください。

２．一般募集及び引受人の買取引受けによる売出しに関連して、ロックアップに関する合意がなされております

が、その内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事項　３　ロックアップについて」

をご参照ください。

３．振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋兜町７番１号

４．売出価額の総額は、2024年11月15日（金）現在の株式会社名古屋証券取引所における当社普通株式の終値を

基準として算出した見込額であります。

 

EDINET提出書類

株式会社ＱＬＳホールディングス(E35344)

有価証券届出書（組込方式）

 5/28



２【売出しの条件（引受人の買取引受けによる売出し）】

売出価格
（円）

引受価額
（円）

申込期間 申込単位
申込証拠
金（円）

申込受付
場所

引受人の住所及び氏名又は
名称

元引受契
約の内容

未定

（注）１.２

発行価格等決定日

の株式会社名古屋

証券取引所におけ

る当社普通株式の

普通取引の終値

（当日に終値のな

い場合は、その日

に先立つ直近日の

終値）に0.90～

1.00を乗じた価格

（１円未満端数切

捨て）を仮条件と

します。

未定

（注）１

（注）２

自　2024年

12月６日(金)

至　2024年

12月９日(月)

（注）３

100株

１株につ

き売出価

格と同一

の金額

右記金融

商品取引

業者及び

その委託

販売先金

融商品取

引業者の

本店並び

に全国各

支店及び

営業所

東京都渋谷区恵比寿四丁目

20番３号

Ｊトラストグローバル証券

株式会社

 

東京都港区六本木一丁目６

番１号

株式会社ＳＢＩ証券

 

名古屋市中村区名駅四丁目

７番１号

東海東京証券株式会社

 

東京都中央区日本橋室町二

丁目２番１号

岡三証券株式会社

 

東京都中央区日本橋兜町４

番２号

フィリップ証券株式会社

 

東京都千代田区麹町一丁目

４番地

松井証券株式会社

 

東京都港区赤坂一丁目12番

32号

マネックス証券株式会社

 

東京都港区南青山二丁目６

番21号

楽天証券株式会社

 

東京都中央区日本橋小舟町

８番１号

あかつき証券株式会社

（注）４

　（注）１．日本証券業協会の定める有価証券の引受け等に関する規則第25条に規定される方式により、上記仮条件によ

り需要状況を勘案した上で、2024年12月３日（火）から2024年12月５日（木）までの間のいずれかの日（発

行価格等決定日）に売出価格を決定し、併せて引受価額（売出人が引受人より受取る１株当たりの売買代

金）を決定します。

今後、発行価格等（発行価格、発行価額、資本組入額、売出価格、引受価額及び引受人の手取金）が決定さ

れた場合は、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項（発行価額の総額、資本組入

額の総額、差引手取概算額、引受人の買取引受けによる売出しの売出価額の総額、オーバーアロットメント

による売出しの売出数及びオーバーアロットメントによる売出しの売出価額の総額）について、目論見書の

訂正事項分の交付に代えて発行価格等決定日の翌日付の日本経済新聞及び発行価格等の決定に係る有価証券

届出書の訂正届出書の提出後から申込期間の末日までの期間中のインターネット上の当社ウェブサイト

（［URL］https://www.qlshd.co.jp/）（新聞等）で公表します。発行価格等が決定される前に有価証券届

出書の記載内容について訂正が行なわれる場合には、目論見書の訂正事項分が交付されます。また、発行価

格等の決定に際し、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項以外の記載内容につい

ての訂正が含まれる場合には目論見書の訂正事項分が交付され、新聞等による公表は行ないません。

２．前記「１　売出株式（引受人の買取引受けによる売出し）」の冒頭に記載のとおり、売出価格と引受価額と

は異なります。売出価格と引受価額との差額の総額は、引受人の手取金となります。

EDINET提出書類

株式会社ＱＬＳホールディングス(E35344)

有価証券届出書（組込方式）

 6/28



３．申込期間については、上記のとおり内定しておりますが、発行価格等決定日において正式に決定する予定で

あります。

なお、上記申込期間については、需要状況を勘案した上で繰り上げることがあります。当該需要状況の把握

期間は、最長で2024年11月29日（金）から2024年12月５日（木）までを予定しておりますが、実際の発行価

格等の決定期間は、2024年12月３日（火）から2024年12月５日（木）までを予定しております。

したがいまして、

①　発行価格等決定日が2024年12月３日（火）の場合、申込期間は「自　2024年12月４日（水）　至　2024

年12月５日（木）」

②　発行価格等決定日が2024年12月４日（水）の場合、申込期間は「自　2024年12月５日（木）　至　2024

年12月６日（金）」

③　発行価格等決定日が2024年12月５日（木）の場合は上記申込期間のとおり、

となりますのでご注意ください。

４．元引受契約の内容

買取引受けによります。

引受手数料は支払われません。

ただし、売出価格と引受価額との差額は、引受人の手取金となります。

なお、引受人の手取金は前記「第１　募集要項　３　株式の引受け　引受けの条件」において決定される引

受人の手取金と同一とします。

金融商品取引業者の引受株式数

金融商品取引業者名 引受株式数

Ｊトラストグローバル証券株式会社 568,500株

株式会社ＳＢＩ証券 83,500株

東海東京証券株式会社 25,000株

岡三証券株式会社 16,700株

フィリップ証券株式会社 8,300株

松井証券株式会社 8,300株

マネックス証券株式会社 8,300株

楽天証券株式会社 8,300株

あかつき証券株式会社 8,300株

５．一般募集及び引受人の買取引受けによる売出しの主幹事会社は、Ｊトラストグローバル証券株式会社であり

ます。

６．申込みの方法は、申込期間内に申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものとします。

７．申込証拠金のうち引受価額相当額は、受渡期日に売出人への支払いに充当します。

８．申込証拠金には、利息をつけません。

９．株式の受渡期日は、2024年12月11日（水）であります。

株式は、受渡期日から売買を行なうことができます。

社債、株式等の振替に関する法律の適用により、株式の売買は、振替機関又は口座管理機関における振替口

座での振替えにより行なわれます。
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３【売出株式（オーバーアロットメントによる売出し）】

種類 売出数 売出価額の総額（円）
売出しに係る株式の所有者の住所及び氏名又は
名称

普通株式 125,200株 88,372,420
東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号

Ｊトラストグローバル証券株式会社

　（注）１．オーバーアロットメントによる売出しは、一般募集及び引受人の買取引受けによる売出しにあたり、その需

要状況等を勘案した上で、当該募集及び売出しの主幹事会社であるＪトラストグローバル証券株式会社が

125,200株を上限として当社株主より借入れる当社普通株式の売出しであります。上記売出数はオーバーア

ロットメントによる売出しの売出数の上限を示したものであり、需要状況により減少し、又はオーバーア

ロットメントによる売出しそのものが全く行なわれない場合があります。

オーバーアロットメントによる売出し等の内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事

項　２　オーバーアロットメントによる売出し等について」をご参照ください。

今後、売出数が決定された場合は、発行価格等（発行価格、発行価額、資本組入額、売出価格、引受価額及

び引受人の手取金）及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項（発行価額の総額、資本組入額の

総額、差引手取概算額、引受人の買取引受けによる売出しの売出価額の総額、オーバーアロットメントによ

る売出しの売出数及びオーバーアロットメントによる売出しの売出価額の総額）について、目論見書の訂正

事項分の交付に代えて発行価格等決定日の翌日付の日本経済新聞及び発行価格等の決定に係る有価証券届出

書の訂正届出書の提出後から申込期間の末日までの期間中のインターネット上の当社ウェブサイト

（［URL］https://www.qlshd.co.jp/）（新聞等）で公表します。発行価格等が決定される前に有価証券届

出書の記載内容について訂正が行なわれる場合には、目論見書の訂正事項分が交付されます。また、発行価

格等の決定に際し、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項以外の記載内容につい

ての訂正が含まれる場合には目論見書の訂正事項分が交付され、新聞等による公表は行ないません。

２．振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋兜町７番１号

３．売出価額の総額は、2024年11月15日（金）現在の株式会社名古屋証券取引所における当社普通株式の終値を

基準として算出した見込額であります。

 

４【売出しの条件（オーバーアロットメントによる売出し）】

売出価格
（円）

申込期間 申込単位
申込証拠金
（円）

申込受付場所
引受人の住所及
び氏名又は名称

元引受契
約の内容

未定

（注）１

自　2024年12月６日(金)

至　2024年12月９日(月)

（注）１

100株

１株につき売

出価格と同一

の金額

Ｊトラストグローバ

ル証券株式会社及び

その委託販売先金融

商品取引業者の本店

並びに全国各支店及

び営業所

― ―

　（注）１．株式の受渡期日は、2024年12月11日（水）であります。

売出価格及び申込期間については、前記「２　売出しの条件（引受人の買取引受けによる売出し）」におい

て決定される売出価格及び申込期間とそれぞれ同一とします。

２．申込みの方法は、申込期間内に申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものとします。

３．申込証拠金には、利息をつけません。

４．株式は、受渡期日から売買を行なうことができます。

社債、株式等の振替に関する法律の適用により、株式の売買は、振替機関又は口座管理機関における振替口

座での振替えにより行なわれます。
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【募集又は売出しに関する特別記載事項】

１　株式会社東京証券取引所グロース市場への上場について

　当社普通株式は、2024年11月25日現在、株式会社名古屋証券取引所ネクスト市場に上場されておりますが、2024年

12月11日（水）に株式会社東京証券取引所グロース市場へ上場される予定であります。

　なお、株式会社名古屋証券取引所ネクスト市場への上場は維持されます。

 

２　オーバーアロットメントによる売出し等について

　オーバーアロットメントによる売出しは、一般募集及び引受人の買取引受けによる売出しにあたり、その需要状況

等を勘案した上で、当該募集及び売出しの主幹事会社であるＪトラストグローバル証券株式会社が125,200株を上限

として当社株主より借入れる当社普通株式（以下「借入れ株式」という。）の売出しであります。オーバーアロット

メントによる売出しの売出数は上限を示したものであり、需要状況等により減少し、又はオーバーアロットメントに

よる売出しそのものが全く行なわれない場合があります。

　オーバーアロットメントによる売出しに関連して、Ｊトラストグローバル証券株式会社は借入れ株式数を上限とし

て追加的に当社普通株式を取得する権利（以下「グリーンシューオプション」という。）を、2024年12月30日（月）

を行使期限として、上記当社株主から付与されます。

　また、Ｊトラストグローバル証券株式会社は、一般募集、引受人の買取引受けによる売出し及びオーバーアロット

メントによる売出しの申込期間終了日の翌日から2024年12月30日（月）までの間（以下「シンジケートカバー取引期

間」という。（注））、借入れ株式の返還を目的として、株式会社名古屋証券取引所又は株式会社東京証券取引所に

おいてオーバーアロットメントによる売出しに係る株式数を上限とする当社普通株式の買付け（以下「シンジケート

カバー取引」という。）を行なう場合があります。Ｊトラストグローバル証券株式会社がシンジケートカバー取引に

より取得した全ての当社普通株式は、借入れ株式の返還に充当されます。なお、シンジケートカバー取引期間内にお

いて、Ｊトラストグローバル証券株式会社の判断でシンジケートカバー取引を全く行わず、又はオーバーアロットメ

ントによる売出しに係る株式数に至らない株式数でシンジケートカバー取引を終了させる場合があります。

　さらに、Ｊトラストグローバル証券株式会社は、一般募集、引受人の買取引受けによる売出し及びオーバーアロッ

トメントによる売出しに伴って安定操作取引を行なうことがあり、かかる安定操作取引により買付けた当社普通株式

の全部又は一部を借入れ株式の返還に充当することがあります。

　オーバーアロットメントによる売出しに係る株式数から、安定操作取引及びシンジケートカバー取引によって取得

し、借入れ株式の返還に充当する株式数を減じた株式数について、Ｊトラストグローバル証券株式会社は、グリーン

シューオプションを行使する予定であります。

　オーバーアロットメントによる売出しが行なわれるか否か及びオーバーアロットメントによる売出しが行なわれる

場合の売出数については発行価格等決定日に決定されます。オーバーアロットメントによる売出しが行なわれない場

合は、Ｊトラストグローバル証券株式会社による上記当社株主からの当社普通株式の借入れ及び当該株主からのＪト

ラストグローバル証券株式会社へのグリーンシューオプションの付与は行なわれません。また、株式会社名古屋証券

取引所又は株式会社東京証券取引所におけるシンジケートカバー取引も行なわれません。

（注）　シンジケートカバー取引期間は、

①　発行価格等決定日が2024年12月３日（火）の場合、「2024年12月６日（金）から2024年12月30日（月）

までの間」

②　発行価格等決定日が2024年12月４日（水）の場合、「2024年12月７日（土）から2024年12月30日（月）

までの間」

③　発行価格等決定日が2024年12月５日（木）の場合、「2024年12月10日（火）から2024年12月30日（月）

までの間」

となります。
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３　ロックアップについて

　一般募集及び引受人の買取引受けによる売出しに関連して、売出人である雨田武史、光田佳生、大畑清香、釜山隆

之、豊田尚孝、濱坂昌之、堤健治、伊藤栄治、中山高文、当社株主である株式会社ＧＲＩＴは、Ｊトラストグローバ

ル証券株式会社に対し、発行価格等決定日に始まり、一般募集及び引受人の買取引受けによる売出しの受渡期日から

起算して180日目の日に終了する期間（以下「ロックアップ期間」という。）中、Ｊトラストグローバル証券株式会

社の事前の書面による同意なしには、当社普通株式の売却（ただし、引受人の買取引受けによる売出し、オーバーア

ロットメントによる売出しのために当社普通株式を貸し渡すこと、グリーンシューオプションの対象となる当社普通

株式を主幹事会社が取得することは除く。）等を行わない旨合意しております。

　また、当社は、Ｊトラストグローバル証券株式会社に対し、ロックアップ期間中、Ｊトラストグローバル証券株式

会社の事前の書面による承諾を受けることなく、当社普通株式及び当社普通株式を取得する権利又は義務を有する有

価証券の発行等（ただし、一般募集、株式分割、ストックオプションとしての新株予約権の発行、ストックオプショ

ンの行使による新株式発行等を除く。）を行わない旨合意しております。

　上記のいずれの場合においても、Ｊトラストグローバル証券株式会社はロックアップ期間中であってもその裁量で

当該合意の内容を一部若しくは全部につき解除できる権限を有しております。

 

第３【第三者割当の場合の特記事項】
　該当事項はありません。
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第４【その他の記載事項】
　特に新株式発行並びに株式売出届出目論見書に記載しようとしている事項は次のとおりであります。

 

・表紙に当社の社章 を記載します。

 

・表紙裏に以下の内容を記載します。

 

１．募集又は売出しの公表後における空売りについて

(1）金融商品取引法施行令（以下「金商法施行令」という。）第26条の６の規定により、「有価証券の取引等の

規制に関する内閣府令」（以下「取引等規制府令」という。）第15条の５に定める期間（有価証券の募集又は

売出しについて、有価証券届出書が公衆の縦覧に供された日の翌日から、発行価格又は売出価格を決定したこ

とによる当該有価証券届出書の訂正届出書が公衆の縦覧に供された時までの間（※１））において、当該有価

証券と同一の銘柄につき取引所金融商品市場又は金商法施行令第26条の２の２第７項に規定する私設取引シス

テムにおける空売り（※２）又はその委託若しくは委託の取次ぎの申込みを行なった投資家は、当該募集又は

売出しに応じて取得した有価証券により当該空売りに係る有価証券の借入れ（※３）の決済を行なうことはで

きません。

(2）金融商品取引業者等は、(1)に規定する投資家がその行なった空売り（※２）に係る有価証券の借入れ（※

３）の決済を行なうために当該募集又は売出しに応じる場合には、当該募集又は売出しの取扱いにより有価証

券を取得させることができません。

※１　取引等規制府令第15条の５に定める期間は、2024年11月26日（火）から、発行価格及び売出価格を決定

したことによる有価証券届出書の訂正届出書が2024年12月３日（火）から2024年12月５日（木）までの

いずれかの日に提出され、公衆の縦覧に供された時までの期間となります。

※２　取引等規制府令第15条の７各号に掲げる、次の取引を除きます。

・先物取引

・国債証券、地方債証券、社債券（新株予約権付社債券及び交換社債券を除く。）、投資法人債券等の

空売り

・取引所金融商品市場における立会外売買による空売り

※３　取引等規制府令第15条の６に定めるもの（売戻条件付売買又はこれに類似する取引による買付け）を含

みます。

 

２．今後、発行価格等（発行価格、発行価額、資本組入額、売出価格、引受価額及び引受人の手取金をいう。以下

同じ。）が決定された場合は、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項（発行価額の総

額、資本組入額の総額、差引手取概算額、引受人の買取引受けによる売出しの売出価額の総額、オーバーアロッ

トメントによる売出しの売出数及びオーバーアロットメントによる売出しの売出価額の総額をいう。以下同

じ。）について、目論見書の訂正事項分の交付に代えて発行価格等決定日の翌日付の日本経済新聞及び発行価格

等の決定に係る有価証券届出書の訂正届出書の提出後から申込期間の末日までの期間中のインターネット上の当

社ウェブサイト（［URL］https://www.qlshd.co.jp/）（以下「新聞等」という。）で公表します。発行価格等

が決定される前に有価証券届出書の記載内容について訂正が行なわれる場合には、目論見書の訂正事項分が交付

されます。また、発行価格等の決定に際し、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項以

外の記載内容についての訂正が含まれる場合には目論見書の訂正事項分が交付され、新聞等による公表は行ない

ません。
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・第一部　証券情報の直前に以下の内容を記載します。

 

［株価情報等］

１【株価、ＰＥＲ及び株式売買高の推移】

　2021年11月22日から2023年６月25日までの株式会社東京証券取引所TOKYO PRO Market及び2023年６月26日から2024

年11月15日までの株式会社名古屋証券取引所における当社普通株式の株価、ＰＥＲ及び株式売買高の推移（週単位）

は以下のとおりであります。なお、2021年11月22日から2023年６月25日まで株式会社東京証券取引所TOKYO PRO

Marketにおける取引がないため、同期間の当社普通株式の株価、ＰＥＲ及び株式売買高の推移は記載しておりませ

ん。

 

 

　（注）１．当社は、2024年８月１日付で普通株式１株につき３株の株式分割を実施しておりますので、株価、ＰＥＲ及

び株式売買高の推移（週単位）については、下記（注）２．乃至４．に記載のとおり、当該株式分割を考慮

したものとしております。

２．・株価のグラフ中の１本の罫線は、週単位の始値、高値、安値、終値の４種類の株価を表しております。な

お、2024年８月１日付株式分割の権利落ち前の株価については当該株価を３で除して得た数値を株価とし

ております。

・始値と終値の間は箱形、高値と安値の間は線で表しております。

・終値が始値より高い時は中を白ぬき、安い時は中黒で表しております。
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３．ＰＥＲの算出は、以下の算式によります。

ＰＥＲ（倍）＝
週末の終値

１株当たり当期純利益

・週末の終値については、2024年８月１日付株式分割の権利落ち前は、当該終値を３で除して得た数値を週

末の終値としております。

・１株当たり当期純利益は、以下の数値を使用しております。

2023年６月26日から2024年３月31日については、2023年３月期の有価証券報告書の2023年３月期の連結財

務諸表の１株当たり当期純利益を３で除して得た数値を使用。

2024年４月１日から2024年11月15日については、2024年３月期の有価証券報告書の2024年３月期の連結財

務諸表の１株当たり当期純利益を３で除して得た数値を使用。

４．株式売買高については、2024年８月１日付株式分割の権利落ち前は、当該株式売買高に３を乗じて得た数値

を株式売買高としております。

 

２【大量保有報告書等の提出状況】

　2024年５月25日から2024年11月15日までの間における当社株式に関する大量保有報告書等の提出はありません。
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第二部【公開買付け又は株式交付に関する情報】
　該当事項はありません。

 

第三部【追完情報】

１　事業等のリスクについて

　後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書（第６期）及び半期報告書（第７期中）（以下「有価証券報告

書等」という。）に記載された「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書等の提出日以後、本有価証券届出

書（以下「本書」という。）提出日（2024年11月25日）までの間において、当該有価証券報告書等に記載された「事

業等のリスク」について変更及び追加がありました。

　以下の内容は当該「事業等のリスク」を一括して記載したものであり、当該変更及び追加箇所について＿＿＿罫で

示しております。

　また、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は本書提出日（2024年11月

25日）現在においてもその判断に変更はなく、また新たに記載する将来に関する事項もありません。

 

「事業等のリスク」

　本書に記載した事業の状況、経理の状況などに関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のあ

る事項には、以下のようなものがあります。

　また、必ずしもリスク要因には該当しない事項につきましても、投資者の投資判断上、重要であると考えられる事

項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から以下に記載しておりますが、当社グループに関するすべ

てのリスクを網羅するものではありません。

　なお、文中の将来に関する事項は、特に断りがない限り、本書提出日現在において当社グループが判断したもので

あります。

(1）利用者の減少

（発生可能性：中、発生する可能性のある時期：特定時期なし、影響度：中）

　当社グループの主要な事業は保育事業であり、認可等を受けた保育所の運営を行なっております。

　また、保育事業だけでなく介護福祉事業におきましても、国内の居住者を対象とした事業であるため、人口変化

による影響が大きい事業となっております。今後、国内においては人口減少、特に少子高齢化が見込まれておりま

すが、保育事業に関連する事項としましては、待機児童数が年々減少していることが挙げられます。女性就業率の

上昇傾向や被用者保険の適用拡大に伴う働き方の変容を踏まえると、人口減少による縮小影響よりも利用率の増加

による影響が上回り、今後も市場拡大が見込まれておりますが、想定よりも利用率が低下し、利用者が減少した場

合には、当社グループの財政状態及び業績に影響を与える可能性があります。介護事業に関しましても、高齢化に

より今後の市場拡大が見込まれておりますが、想定よりも利用率が低下し、利用者が減少した場合には、当社グ

ループの財政状態及び業績に影響を与える可能性があります。

 

(2）人材の確保

（発生可能性：中、発生する可能性のある時期：特定時期なし、影響度：小）

　当社グループでは、新規施設の増加に伴い、保育士、児童指導員や介護福祉士などの資格や要件を満たした人材

の確保と育成が必要となっております。これらの人材を確保するために人材紹介会社との取引拡大、自社による人

材確保戦略の拡充等、人材の確保における多チャネル化を進めておりますが、施設数の増加に人材の確保が追い付

かず、施設の運営が計画通りに進まない場合、当社グループの財政状態及び業績に影響を与える可能性がありま

す。

 

(3）国や自治体による方針や関連法規制等の改訂等

（発生可能性：中、発生する可能性のある時期：特定時期なし、影響度：中）

　2000年に認可保育園の運営主体に株式会社も認められるようになったため、当社グループも認可保育園の運営事

業へ参画いたしました。2015年４月には子ども・子育て支援新制度が施行され、国及び自治体は待機児童解消に向

けた様々な支援策を実施しております。しかしながら、今後、国や自治体の方針について改定等が実施され、補助

金の削減や株式会社による認可保育所の開設並びに既存の公立保育所の民営化が認められなくなった場合、当社グ

ループにおける保育事業の拡大が止まり、当社グループの財政状態及び業績に影響を与える可能性があります。

　また、介護福祉事業においては介護保険法などをはじめとする各種関連法令改定によって影響を受ける事業であ

り、介護保険制度は定期的な見直し改定が行なわれております。今後、介護保険制度の改定により報酬引き下げ等

の事象が発生した場合、当社グループの財政状態及び業績に影響を与える可能性があります。

　なお、委託費単価や報酬単価が期中に改定された場合、期初に遡って精算される可能性があります。
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(4）許認可等事業

（発生可能性：低、発生する可能性のある時期：特定時期なし、影響度：大）

　当社グループは、保育事業、介護福祉事業及び人材派遣事業において、児童福祉法及び介護保険法、及び労働者

派遣法等に基づき、認可保育所、小規模認可保育所、放課後等デイサービス、障がい者グループホーム等を運営し

ております。いずれの事業も許認可権限、指定権限を持つ行政機関へ施設設置の申請を行ない、審査を経た上で許

認可や指定が付与されます。現時点において、当社グループの事業において運営している施設に許認可取消、指定

取消事由は発生しておりませんが、今後、何らかの原因により行政機関から取消された場合には、当社グループの

財政状態及び業績に影響を与える可能性があります。

セグメントの名称 法令名 許認可等の名称 監督官庁 主な取消事由

保育事業 児童福祉法

認可、認証、認定等

企業主導型保育に係

る助成

厚生労働省

内閣府

都道府県及び

市町村

関係法令の規定水準に達しない場合や給

付費の請求に関し不正があったとき

改善命令や事業の停止命令に従わず、違

反したとき

介護福祉事業

介護保険法

訪問介護指定

居宅介護支援指定

通所介護指定

特定施設入居者生活

介護（介護付き有料

老人ホーム）指定

認知症対応型共同生

活介護指定

都道府県及び

市町村

介護保険法第77条の関係法令に定める基

準を満たさないとき、人格尊重義務に違

反したとき、請求や指定に関し不正が

あったとき、帳簿書類提出命令や検査等

に従わない、又は虚偽の報告や答弁をし

たとき

障害者総合支援法

居宅介護事業指定

就労移行支援事業指

定

生活介護事業指定

共同生活援助事業指

定

計画相談支援事業指

定

都道府県及び

市町村

障害総合支援法第50条の関係法令に定め

る基準を満たさないとき、人格尊重義務

に違反したとき、請求や指定に関し不正

があったとき、帳簿書類提出命令や検査

等に従わない、又は虚偽の報告や答弁を

したとき

児童福祉法

児童発達支援事業指

定

放課後等デイサービ

ス事業指定

都道府県及び

市町村

児童福祉法第21条の５の23の関係法令に

定める基準を満たさないとき、人格尊重

義務に違反したとき、請求や指定に関し

不正があったとき、帳簿書類提出命令や

検査等に従わない、又は虚偽の報告や答

弁をしたとき

人材派遣事業

労働者派遣法 労働者派遣事業許可 厚生労働省

許可の欠格事由に該当するとき（労働者

派遣法第６条に定められている条項に抵

触した場合等）

労働者派遣法若しくは職業安定法の規定

又はこれらの規定に基づく命令若しくは

処分に違反したとき

職業安定法 職業紹介事業許可 厚生労働省

許可の欠格事由に該当するとき（職業安

定法第32条に定められている条項に抵触

した場合等）

職業安定法の規定又はこれらの規定に基

づく政省令若しくは処分に違反したとき

 

(5）食の安全性について

（発生可能性：中、発生する可能性のある時期：特定時期なし、影響度：中）

　当社グループでは、食品衛生法に基づき、厳正な食材管理及び衛生管理を実施し、食中毒などの事故防止に努め

ております。しかしながら、何らかの原因により食の安全に関する重大な問題が発生した場合は、当社グループの

財政状態及び業績に影響を与える可能性があります。
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(6）大規模な災害

（発生可能性：中、発生する可能性のある時期：特定時期なし、影響度：中）

　当社グループでは、首都圏と大阪市内を中心に保育施設及び介護施設を有しております。これらの施設が地震、

火災及び台風等の自然災害等の発生により利用者や従業員、施設の建物等が被害を受けた場合には施設の運営が困

難となり、当社グループの財政状態及び業績に影響を与える可能性があります。

 

(7）個人情報の保護について

（発生可能性：低、発生する可能性のある時期：特定時期なし、影響度：中）

　当社グループの保育施設及び介護施設においては、利用者の氏名、住所をはじめ、保護者の氏名及び職業などの

情報を保持しております。これら顧客の個人情報の取扱いについては厳重に管理し、万全を期しておりますが、万

が一漏洩するようなことがあった場合、顧客からだけでなく、広く社会的な信用を失墜することとなり、施設の許

認可及び指定に影響が出るなど、当社グループの財政状態及び業績に影響を与える可能性があります。

 

(8）感染症の流行

（発生可能性：中、発生する可能性のある時期：特定時期なし、影響度：中）

　当社グループでは、多くの利用者に安全なサービスを提供するため、感染症について厳重に対応しております

が、新型コロナウイルスやインフルエンザ、ノロウイルスなどの感染症が流行し、利用者が大きく減少し、従事す

る従業員が多数欠勤し、施設運営が困難となる可能性があります。また、今般の新型コロナウイルスの感染拡大の

ように、社会全体として外出自粛が要請される中で施設自体の運営を自粛する可能性や、国又は自治体より施設の

休業要請を受ける可能性もあります。その場合、当社グループの財政状態及び業績に影響を与える可能性がありま

す。

 

(9）運営施設の事故等

（発生可能性：中、発生する可能性のある時期：特定時期なし、影響度：大）

　当社グループは、施設運営において利用者の安全を確保する体制を整備していることから、これまで業績に多大

な影響を与えるような事故等は発生しておりません。しかし、万が一運営施設において重大な事故等が発生し、所

管する自治体等からの事業停止命令を受けた場合や、保護者等から損害賠償請求を受けた場合、風評被害等により

多数の利用者が減少した場合には、当社グループの財政状態及び業績に影響を与える可能性があります。

 

(10）季節変動（保育施設の利用者の一時的な減少）

（発生可能性：中、発生する可能性のある時期：特定時期なし、影響度：低）

　保育事業においては、毎年４月になると５歳児等クラスが小学校へ進級する一方、新規０歳児は月齢を満たした

後に入園することから、児童数が一時的に減少する傾向があります。このため、上半期は下半期と比較して児童

数・施設稼働率が減少する傾向があります。

 

(11）新たに保育所等の施設を開設する場合の経営成績に対する影響

（発生可能性：高、発生する可能性のある時期：特定時期なし、影響度：大）

　当社グループの事業は、認可等を受けた保育所の運営を行なう保育事業を主としているため、保育事業に関する

政策や市場の動向が、グループ全体の業績に大きな影響を与える可能性があります。

　新たに保育所等の施設を開設する場合、一般的には下記の影響が生ずる傾向があります。

営業損益：開設時には、高年齢クラス（３歳～５歳児等）が定員を満たさない傾向があるため、開設初年度から

の数年間は稼働率が低く、また、従業員の新規採用コストや研修費、消耗品等の費用の発生により経

費が増加することから、営業損失となる傾向にあります。その後、低年齢クラスの児童が進級を重ね

ることにより、稼働率が向上して営業利益化する傾向があります。

経常損益：新規開設に伴う費用は「開園前費用」として営業外費用に計上されます。このため、新規開設施設の

件数増加や施設規模の大型化は、開園前費用（営業外費用）を増大させる可能性があります。

また、新規開設に伴う費用や設備投資等に対して、所管する自治体から設備補助金が交付されること

があります。当該補助金は下記記載の特別利益に計上されるものを除いて「補助金収入」として営業

外収益に計上されます。このため、新規開設施設の件数増加や施設規模の大型化は、補助金収入（営

業外収益）を増大させる可能性があります。

なお、当該補助金は開設が完了したことに伴い支給が決定されます。仮に、開設計画の進捗が遅れた

場合は、当該補助金の発生も遅れることから、業績の見通しに影響を及ぼす可能性があります。な

お、開設予定地において物件の確保や地域社会からの反対などにより開設が困難となった場合は、開

設計画の見直し等により当社グループの財政状態及び業績に影響を与える可能性があります。

特別損益：開設に伴う設備投資のうち、当該設備投資に対して補助金が交付されるものについては、税務上のメ

リットを享受するため直接減額方式による圧縮記帳を行なうことがあり、「固定資産圧縮損」として
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特別損失に計上されます。2024年３月期において、固定資産圧縮損の計上はありません。2024年３月

期末における有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額は4,123,798千円であります。

また、圧縮記帳を行なった固定資産の取得のために交付される補助金については「整備補助金収入」

として特別利益に計上しておりますが、2024年３月期において整備補助金収入の計上はありません。

　なお、候補地選定の難航等により施設開設場所が確保できない場合、グループ全体の業績に影響を与える可能性

があります。

 

(12）固定資産の減損に関するリスク

（発生可能性：中、発生する可能性のある時期：特定時期なし、影響度：大）

　当社グループの保育事業及び介護福祉事業の業績が今後著しく悪化し、保育施設及び介護施設の建物や設備等の

投資回収が困難となり減損処理が必要となった場合には、当社グループの財政状態及び業績に影響を与える可能性

があります。2024年３月期において減損損失を55,890千円計上しております。

 

(13）子会社の赤字計上

（発生可能性：中、発生する可能性のある時期：特定時期なし、影響度：中）

　当社の子会社である株式会社エルサーブは、2024年３月期において、障がい者向けグループホーム事業「g-

port」を譲受けましたが、初期費用がかさんだ結果、６期連続で営業赤字を計上しております。今後も利用者の獲

得活動を行なうことで売上拡大及び継続的な黒字計上を目指しておりますが、想定通りの結果が得られない場合

は、当社グループの財政状態及び業績に影響を与える可能性があります。

 

(14）社会保険料の増加

（発生可能性：中、発生する可能性のある時期：特定時期なし、影響度：低）

　従業員について、一定の条件を満たした場合は社会保険（厚生年金及び健康保険）への加入が義務付けられてお

ります。当社グループでは、既に加入義務者全員が社会保険に加入しておりますが、今後、社会保険加入要件につ

いて加入対象者が短時間労働者まで広がった場合、従業員の社会保険加入人員数が増加し、会社負担の社会保険料

が増加するため、当社グループの財政状態及び業績に影響を与える可能性があります。

 

(15）有利子負債及び金利負担について

（発生可能性：低、発生する可能性のある時期：特定時期なし、影響度：中）

　当社グループでは、新規施設開設に関する設備資金などは金融機関からの借入れや社債などの有利子負債により

調達しておりますが、外部からの有利子負債への依存度が高く、外部からの有利子負債への依存度が2024年３月31

日現在、負債純資産合計の45.5％と高くなっており、急激な金利変動などの金融情勢の変化により、計画どおりに

資金調達出来ない場合には、新たな保育・介護福祉施設の開設計画に影響を及ぼし、当社グループの財政状態及び

業績に影響を与える可能性があります。

 

(16）財務制限条項について

（発生可能性：低、発生する可能性のある時期：特定時期なし、影響度：中）

　当社グループの借入金に係る金融機関との契約には、財務制限条項が付されているものがあり、当該条項に抵触

し、一括返済が必要となった場合には、当社のグループの財政状態及び業績に影響を与える可能性がります。

 

(17）創業者依存

（発生可能性：低、発生する可能性のある時期：特定時期なし、影響度：大）

　当社の代表取締役社長である雨田武史は、株式会社クオリスの創業者であり、当社グループ事業の創業者であり

ます。同氏は保育・介護業界に精通しており、経営戦略等の策定において重要な役割を果たしております。当社グ

ループでは、役員等への権限移譲やコーポレート・ガバナンス体制の構築により、同氏に過度に依存しない経営体

制を整備しておりますが、現状では何かしらの事情等により同氏が当社グループの業務を継続することが困難に

なった場合は、当社グループの財政状態及び業績に影響を与える可能性があります。

 

(18）新株予約権の行使による１株当たりの株式価値の希薄化について

（発生可能性：高、発生する可能性のある時期：特定時期なし、影響度：中）

　当社では、当社役員、当社従業員及び外部の協力者に対するインセンティブを目的として、新株予約権（以下

「ストック・オプション」）を付与しております。

　本書提出日現在、これらのストック・オプションによる潜在株式数は307,500株であり、発行済株式総数

7,190,580株の4.28％に相当しております。これらのストック・オプションが権利行使された場合、新株式が発行

され、１株当たりの株式価値及び議決権割合が希薄化する可能性があります。

　新株予約権の詳細については、「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況　(2）新株予約権等の状況」をご参

照下さい。
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(19）大株主との関係について

（発生可能性：低、発生する可能性のある時期：特定時期なし、影響度：小）

　本書提出日（2024年11月25日）現在、当社代表取締役社長であり大株主である雨田武史の所有株式は発行済株式

総数の14.96％（合算対象分となる株式会社ＧＲＩＴの株式数を加算すると78.00％）となっており、その議決権行

使に当たっては、株主共同の利益を追求するとともに、少数株主の利益にも配慮する方針を有しております。しか

しながら、大株主が当社の事業その他に関して有する利益は他の株主の利益と異なる可能性があり、その保有方針

や議決権の行使方法によっては、取締役の選解任、企業結合取引等の当社の重要な決定に影響を及ぼすなど、当社

グループの経営成績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性があります。

 

(20）当社株式の流動性について

（発生可能性：中、発生する可能性のある時期：特定時期なし、影響度：中）

　当社は、東京証券取引所グロース市場への上場を予定しており、上場に際しては、公募及び売出しによって当社

株式の流動性の確保に努めることとしておりますが、東京証券取引所の定める上場維持基準は25％以上であるとこ

ろ、流通株式比率は同市場上場時において26.60％にとどまる見込みです。今後は既存株主への一部売出しの要

請、新株予約権の行使による流通株式数の増加等を勘案し、これらの組み合わせにより流動性の向上を図っていく

方針ではありますが、何らかの事情により上場時よりも流動性が低下する場合には、当社株式の市場における売買

が停滞する可能性があり、それにより当社株式の需給関係にも悪影響を及ぼす可能性があります。

　なお、東京証券取引所での上場が廃止となった場合でも、名古屋証券取引所での当社株式の取引は引き続き可能

であります。

 

２　資本金の増減

　後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書（第６期）「第一部　企業情報　第４　提出会社の状況　１　

株式等の状況　(4）発行済株式総数、資本金等の推移」に記載された資本金について、本書提出日（2024年11月25

日）までの間における資本金の増減は以下のとおりであります。

年月日
発行済株式総数
増減数（株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2024年４月１日～

2024年７月31日

（注）１

25,500 2,240,060 5,100 94,900 5,100 64,900

2024年８月１日

（注）２
4,480,120 6,720,180 － 94,900 － 64,900

2024年11月14日～

2024年11月25日

（注）１

470,400 7,190,580 31,584 126,484 31,584 96,484

　（注）１．新株予約権の権利行使による増加であります。

２．株式分割（１：３）によるものであります。

 

３　臨時報告書の提出

　後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書（第６期）の提出日（2024年６月27日）以後、本書提出日

（2024年11月25日）までの間において、以下の臨時報告書を提出しております。

　その内容は以下のとおりであります。

 

［2024年７月２日提出の臨時報告書］

１　提出理由

　当社は、2024年６月27日の定時株主総会において、決議事項が決議されましたので、金融商品取引法第24条の

５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき、本臨時報告書を提出

するものであります。
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２　報告内容

(1）当該株主総会が開催された年月日

2024年６月27日

 

(2）決議事項の内容

第１号議案　剰余金処分の件

①　株主に対する剰余金の配当に関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金　20円　　総額　44,291,200円

②　効力発生日

2024年６月28日

 

第２号議案　定款一部変更の件

①　現行定款第２条（目的）において、当社グループの事業内容の多様化に伴い、事業目的の

追加を行なうものです。

②　現行定款第９条（単元未満株式についての権利）において、当社は、取得請求権付株式の

発行が無いため、同株式の権利について該当する項目の削除を行なうものです。

③　現行定款第19条（取締役の員数）において、事業領域の拡大や多様性への取り組みを柔軟

かつ積極的に推進していくため、取締役の員数の上限を設けないものへ変更を行なうもの

です。

④　その他、定款内における形式の整合性及び文言の見直しを図るため所要の変更を行なうも

のです。

 

第３号議案　監査役１名選任の件

監査役として伊藤栄治氏を選任するものであります。

 

(3）決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意志の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるための要

件並びに当該決議の結果

決議事項 賛成数（個） 反対数（個） 棄権数（個） 可決要件
決議の結果及び賛成
割合（％）

第１号議案       

剰余金処分の件 19,516 17 － （注）１ 可決 98.2

第２号議案       

定款一部変更の件 19,516 17 － （注）２ 可決 98.2

第３号議案       

監査役１名選任の件 19,513 20 － （注）３ 可決 98.2

　（注）１．出席した株主の議決権の過半数の賛成による。

２．議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議

決権の３分の２以上の賛成による。

３．議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議

決権の過半数の賛成による。

 

(4）議決権の数に株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由

　本総会前日までの事前行使分及び当日出席の一部の株主から議案の賛否に関して確認できたものを合計した

ことにより可決要件を満たし、会社法上適法に決議が成立したため、本総会当日出席の株主のうち、賛成、反

対及び棄権の確認ができていない議決権の数は加算しておりません。
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第四部【組込情報】
　次に掲げる書類の写しを綴じ込んでおります。

有価証券報告書
事業年度
（第６期）

自　2023年４月１日
至　2024年３月31日

2024年６月27日
近畿財務局長に提出

半期報告書
事業年度

（第７期中）
自　2024年４月１日
至　2024年９月30日

2024年11月14日
近畿財務局長に提出

　なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織（ＥＤＩＮＥＴ）を使用して

提出したデータを開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について（電子開示手続等ガイドライ

ン）Ａ４－１に基づき本有価証券届出書の添付書類としております。
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第五部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

第六部【特別情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 2024年６月27日

株式会社ＱＬＳホールディングス  

 取締役会　御中 

 

 監査法人コスモス 

 愛知県名古屋市  

 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 新開　智之

 

 業務執行社員 公認会計士 外山　雄一

 

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ＱＬＳホールディングスの2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ＱＬＳホールディングス及び連結子会社の2024年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要

であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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固定資産の減損に関する妥当性

監査上の主要な検討事項の内容及び決定事由 監査上の対応

　会社の連結財務諸表には、当連結会計年度末現在、有形

固定資産906,798千円、無形固定資産21,067千円が計上さ

れている。その総額は927,865千円であり、総資産の

21.6％を占めており、重要性は高い。

　連結財務諸表の注記事項（重要な会計上の見積り）に記

載の通り、会社は減損の兆候の判定にあたって、取締役会

で承認された事業計画等を使用しているが、当該計画等は

会社の過去の経験と利用可能な情報に基づいて設定された

仮定に基づく見積もりが含まれている。また、減損損失の

認識の要否の判定に用いられる、資産等から得られる割引

前将来キャッシュ・フローも、事業計画等に基づいて算定

されている。

　そのため、減損の兆候の反映及び認識の要否の判定に

は、見積もりの要素が多分に含まれており、経営者の判断

も介在するものであるため、当監査法人は当該事項が監査

上の主要な検討事項に該当するものと判断した。

当監査法人は、固定資産の減損の兆候及び認識に関する妥

当性を検討するために、主に以下の監査手続を実施した。

・減損の兆候の識別に関連する会社の業務フローについて

確認を行った。

・減損に係る会社の方針を確認し、その妥当性について検

討した。

・減損に係る会社の資産グループ策定及び資産グループの

中の主要な資産の設定について、その妥当性を確認した。

・過去の拠点別損益計算書から、２期連続営業赤字となっ

ている資産グループを把握し、現状及び将来の見込みにつ

いて、将来事業計画の内容の確認、関係者へのヒアリン

グ、関連証憑の閲覧等により、事業計画の実現可能性につ

いて検討を行った。

・将来キャッシュ・フローの割引に用いられる利率につい

て、その妥当性を検討した。

・土地については、時価と簿価を比較し、著しい時価の下

落の発生の有無を検討した。

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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連結財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関

連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい

ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取引

や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手

する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に

対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断

した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁

止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上

回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜報酬関連情報＞

　当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬及

び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等（３）【監査の状

況】に記載されている。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 
  
　（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 2024年６月27日

株式会社ＱＬＳホールディングス  

 取締役会　御中 

 

 監査法人コスモス 

 愛知県名古屋市  

 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 新開　智之

 

 業務執行社員 公認会計士 外山　雄一

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ＱＬＳホールディングスの2023年４月１日から2024年３月31日までの第６期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を

行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ＱＬＳホールディングスの2024年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要

な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

　当監査法人は、監査報告書において報告すべき監査上の主要な検討事項はないと判断している。

 
 
その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立

案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査

証拠を入手する。

・財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施

に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関

連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継

続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか

とともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を

適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項

を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されて

いる場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜報酬関連情報＞

　報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
  
　（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2024年11月14日

株式会社ＱＬＳホールディングス

取締役会　御中

 

監査法人コスモス

愛知県名古屋市

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 新開　智之

 

 業務執行社員  公認会計士 外山　雄一

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＱＬＳ

ホールディングスの2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日から

2024年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利

益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社ＱＬＳホールディングス及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。
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また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・ 中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・ 中間連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上
  
　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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